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吉野川市中小企業者等振興対策協議会

令和５年３月１７日（金） 午前１０時～

オンライン開催（Zoom）



第３回 吉野川市中小企業者等振興対策協議会 日程

１ 開 会

２ 協議事項

（1）吉野川市チャレンジ事業支援給付金事業者へのヒアリングについて

（2）次年度の中小企業施策について

（3）第２回吉野川市商工振興プレゼン大会について

（4）次年度の事業計画について

（5）吉野川市中小企業者振興対策等協議会の評価

３ 閉 会

【連絡先】吉野川市産業経済部商工観光課

担 当：原田・杉本

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：shoukoukankou@yoshinogawa.i-tokushima.jp

電 話：２２－２２２６ ＦＡＸ：２２－２２３７
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商工振興係



 令和２年度において、新型コロナウイルス感染拡大の影響を乗り越えるため、地域内のイノベー
ション創出に向けて、市内事業者の新たなチャレンジを支援し、モデル的な取り組みに対する給付金
を交付しました。

 今回は、採択・交付した１８事業の内、下記の２事業者に対し、ヒアリングを実施します。

おえっこスポーツクラブ田島テクニカ株式会社

協議事項１



  “コロナに打ち勝つ”会員獲得オンライン
事業コロナ渦による外出自粛、スポーツ
イベント中止による市民の運動習慣の低
下を解消するため、在宅でも運動ができ
るオンライン運動プログラムを提供。

【総事業費】
５００，８１４円
（内給付金５００，０００円）

 
主な支出
 機械設備費  １７２，７２７円
 委託費     ７２，７２７円
 工事費     ６３，６３６円

   顧客ごとに異なる接着強度に柔軟に対
応する貼加工へのチャレンジ。
 生産環境を整え、自社でより強固に接
着させるための糊の配合割合や新たな塗
布方法の研究に挑戦し、年間で安定した
受注を目指す。

【総事業費】５５７，３６０円
  （内給付金５００，０００円）

 主な支出
  機械設備費   ３３３，０００円
  消耗品費    ２２４，３６０円
  

おえっこスポーツクラブ田島テクニカ株式会社



①ヒアリング実施の目的
  コロナの臨交金を活用した事業で、中小協議会で審査したため給付金の効果の検証と
 進捗確認、今後の事業者支援の参考とするため。

②事業のスケジュール
  令和５年度から中小協（プレゼン大会を除いた年１～２回開催分）で残りの採択者へ
 のヒアリングを実施。毎回２～３事業者を予定しています。

③フォローアップの目標値
  令和３年度末に各事業者へ文書による状況報告調査を実施しました。その結果、『状
 況と進捗』・『費用対効果』・『発展性と展望』の各項目を数値で回答してもらってい
 るため、これらの数値の内、各事業者が最も重要視する項目の数値を100以上にすること
 をフォローアップの目標値として、働き掛けを実施する方針です。



協議事項2

 次年度の中小企業施策について

効 果 
 吉野川市内における２つの商工団体へ補助金を交付することで、会員である市内の中小企業者
等（両団体とも会員約４００名）への経営支援や各種セミナーの開催支援、各種手続きの支援を
図ることで、中小企業の振興を図るとともに市の事業への協力と連携が図れる。

 ・吉野川商工会議所 補助金事業  予算額：１，０００千円
 ・吉野川市商工会  補助金事業  予算額：５，６７０千円



効 果 
 吉野川市の中心市街地である鴨島駅前の空き店舗を活用して小売業・飲食業・サービス業等を開始
する者に対して、改装費と家賃補助を実施。また、中心市街地以外の市内空き店舗を活用して同様に
事業を開始する者に対して改装費と家賃補助を実施する（本市への転入が条件）ことで、市内のにぎ
わい創出と申請相談窓口として市内２つの商工団体を経由するため、本市の中小企業者との橋渡しも
実施でき、本市での定着が図れる。

 本市山間部を中心に移動販売を実施する事業者等に対して、車両の購入と車検に要する費用の一部
を補助することで、条件不利地域の中小企業者等の支援が図れる。

 ・鴨島駅前商店街活性化支援事業補助金  予算額：１，４８０千円
 ・移住創業支援事業補助金        予算額：２，１３０千円
 ・移動販売等運営、車両購入補助金    予算額：  ６００千円



効 果 

 吉野川市内で事業を営む者への事業継続や新たに事業を開始しようとする者を対象に資金
調達の円滑化支援を図り、経営安定化・事業所の育成を通じて地域経済の発展が図れる。
 中小企業が一定面積以上の事業所の移転や増設を行った場合に交付する補助金（構築物以
外の償却資産を３年間補助）、企業の定着と経営支援が図れる。

 ・創業支援資金保証制度補助金  予算額： ７１千円
 ・短期事業資金保証制度補助金  予算額：１３９千円
 ・信用保証協会保証料補助金   予算額：１１６千円
 ・企業立地促進奨励金      予算額：３，８０１千円



令和2年3月～令和5年2月

４号 総申請件数 638件

 申請者の主な業種
① 建設・工事業   199件
② 小売・卸売業   103件
③ 製造業        78件
④ 飲食業      78件
⑤ サービス業    43件 

① セーフティネット申請者

令和2年3月～令和5年2月

５号 総申請件数 213件

 申請者の主な業種
① 小売・卸売業   41件
② 建設・工事業   40件
③ 製造業      37件
④ 運送・運輸業   21件
⑤ 飲食業        13件

令和2年度実施

総申請件数 457件

 申請者の主な業種
① 建設・工事業   106件
② 小売・卸売業     72件
③ 飲食業        51件
④ 製造業        47件
⑤ 医療・介護業   25件

② 吉野川市融資利用者応援給付金
（新型ｺﾛﾅｳｨﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金）

・セーフティネット4,5号
 自然災害等の突発的事由により経営の安定に支障が生じている中小企業者への資金供給の円滑化を図る制度であって、新型コロナ
ウィルス感染症の影響により条件が緩和されて対象となる業種が拡大されている。（参考：令和元年度申請件数5件）

・吉野川市融資利用者応援給付金
 令和2年1月29日以降で、セーフティネットや危機対応融資、日本政策金融公庫のコロナ関連融資を受けた事業者に給付金を交付し
て事業継続の支援を実施したものです。



年  度
当年度中保証 保証債務残高

件数 金額 前年比 件数 金額 前年比

H29 202 1,975,720 89.42 811 6,454,986 96.15

H30 219 2,337,444 118.31 775 6,446,647 99.87

R1 263 2,565,548 109.76 793 6,198,420 96.15

R2 920 12,116,845 472.29 1,223 13,195,623 212.89

R3 206 2,338,724 19.30 1,213 12,942,009 98.08

※各年度末時点

(単位：千円，％)



表１　産業大分類別事業所数，従業者数，売上高及び付加価値額

増減率
（％）

全体に
占める
割合

（％）

増減率
（％）

全体に
占める
割合
（％）

増減
増減率
（％）

増減率
（％）

全体に
占める
割合

（％）

総計 39,217 37,021 ▲ 5.6 　　　　- 　　　　- 　　　　- 　　　　- 　　　　- 　　　　- 　　　　- 　　　　- 　　　　- 　　　　- 　　　　- 　　　　- 　　　　- 　　　　- 　　　　-

合計 37,436 35,853 ▲ 4.2 100.0 306,064 301,688 ▲ 1.4 100.0 8.2 8.4 0.2 … ... ... 1,148,477 1,326,517 15.5 100.0

農林漁業（個人経営を除く） 337 359 6.5 1.0 3,805 3,346 ▲ 12.1 1.1 11.3 9.3 ▲ 2.0 30,279 38,947 28.6 8,610 8,531 ▲ 0.9 0.6

鉱業，採石業，砂利採取業 15 21 40.0 0.1 121 183 51.2 0.1 8.1 8.7 0.6 2,528 4,745 87.7 420 915 117.9 0.1

建設業 3,581 3,304 ▲ 7.7 9.2 22,577 21,097 ▲ 6.6 7.0 6.3 6.4 0.1 … ... ... 67,927 91,935 35.3 6.9

製造業 2,915 2,695 ▲ 7.5 7.5 55,253 51,966 ▲ 5.9 17.2 19.0 19.3 0.3 1,663,304 1,785,768 7.4 314,392 365,875 16.4 27.6

電気・ガス・熱供給・水道業 31 34 9.7 0.1 1,017 1,039 2.2 0.3 32.8 30.6 ▲ 2.2 … ... ... 24,534 21,169 ▲ 13.7 1.6

情報通信業 264 224 ▲ 15.2 0.6 3,874 2,703 ▲ 30.2 0.9 14.7 12.1 ▲ 2.6 … ... ... 28,640 21,203 ▲ 26.0 1.6

運輸業，郵便業 874 767 ▲ 12.2 2.1 15,028 13,693 ▲ 8.9 4.5 17.2 17.9 0.7 … ... ... 53,534 55,445 3.6 4.2

卸売業，小売業 10,187 9,451 ▲ 7.2 26.4 61,401 61,279 ▲ 0.2 20.3 6.0 6.5 0.5 1,369,436 1,728,219 26.2 188,042 242,309 28.9 18.3

金融業，保険業 704 639 ▲ 9.2 1.8 9,355 7,953 ▲ 15.0 2.6 13.3 12.4 ▲ 0.9 … ... ... 84,882 77,826 ▲ 8.3 5.9

不動産業，物品賃貸業 2,280 2,139 ▲ 6.2 6.0 6,355 6,535 2.8 2.2 2.8 3.1 0.3 76,354 92,941 21.7 19,280 23,388 21.3 1.8

学術研究，専門・技術サービス業 1,240 1,243 0.2 3.5 6,310 6,204 ▲ 1.7 2.1 5.1 5.0 ▲ 0.1 43,389 50,951 17.4 36,790 27,711 ▲ 24.7 2.1

宿泊業，飲食サービス業 4,598 4,515 ▲ 1.8 12.6 28,019 27,015 ▲ 3.6 9.0 6.1 6.0 ▲ 0.1 99,008 102,026 3.0 38,355 51,260 33.6 3.9

生活関連サービス業，娯楽業 3,697 3,519 ▲ 4.8 9.8 13,741 12,471 ▲ 9.2 4.1 3.7 3.5 ▲ 0.2 159,188 169,968 6.8 25,320 27,121 7.1 2.0

教育，学習支援業 1,050 1,096 4.4 3.1 9,131 10,111 10.7 3.4 8.7 9.2 0.5 … ... ... 25,291 31,560 24.8 2.4

医療，福祉 2,573 2,913 13.2 8.1 46,956 53,592 14.1 17.8 18.2 18.4 0.2 431,205 827,399 91.9 178,561 200,122 12.1 15.1

複合サービス事業 323 356 10.2 1.0 3,376 4,073 20.6 1.4 10.5 11.4 0.9 … ... ... 11,823 22,297 88.6 1.7

サービス業（他に分類されないもの） 2,767 2,578 ▲ 6.8 7.2 19,745 18,428 ▲ 6.7 6.1 7.1 7.1 0.0 … ... ... 42,076 57,851 37.5 4.4

事業所数 従業者数（人）
１事業所当たり
従業者数（人）

売上高（百万円） 付加価値額（百万円）

注：産業別の「事業所数」，「従業者数」，「１事業所当たり従業者数」，「売上高」及び「付加価値額」は必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計しました。
 　 該当数字がないもの及び分母が０のため計算できないものは「－」で表しています。 
    事業所単位の把握ができない一部の産業（ネットワーク型産業） ※ については「…」で表しています。 
    事業所単位の付加価値額は，企業単位で把握した付加価値額を事業従事者数により傘下事業所にあん分することにより，全産業について集計しました。 

産業大分類

24年 28年 24年 28年 24年 28年 24年 28年 24年 28年

00502
テキストボックス
平成28年　経済センサス



表３　市町村別事業所数及び従業者数

県 計 39,217 37,021 ▲ 5.6 100.0 306,064 301,688 ▲ 1.4 100.0 8.2 8.4 0.2
徳 島 市 15,477 14,902 ▲ 3.7 40.3 128,877 126,691 ▲ 1.7 42.0 8.8 8.9 0.1
鳴 門 市 2,979 2,756 ▲ 7.5 7.4 23,414 22,548 ▲ 3.7 7.5 8.1 8.4 0.3
小 松 島 市 1,752 1,691 ▲ 3.5 4.6 14,676 13,565 ▲ 7.6 4.5 8.7 8.4 ▲ 0.3
阿 南 市 3,402 2,986 ▲ 12.2 8.1 29,625 29,603 ▲ 0.1 9.8 8.9 10.1 1.2
吉 野 川 市 2,048 1,930 ▲ 5.8 5.2 13,022 13,947 7.1 4.6 6.8 7.4 0.6
阿 波 市 1,371 1,264 ▲ 7.8 3.4 10,225 9,833 ▲ 3.8 3.3 7.8 7.9 0.1
美 馬 市 1,478 1,354 ▲ 8.4 3.7 10,203 9,754 ▲ 4.4 3.2 7.1 7.3 0.2
三 好 市 1,684 1,531 ▲ 9.1 4.1 10,394 9,772 ▲ 6.0 3.2 6.3 6.4 0.1
勝 浦 町 276 250 ▲ 9.4 0.7 1,670 1,721 3.1 0.6 6.2 7.0 0.8
上 勝 町 102 105 2.9 0.3 630 563 ▲ 10.6 0.2 6.4 5.5 ▲ 0.9
佐 那 河 内 村 97 88 ▲ 9.3 0.2 398 365 ▲ 8.3 0.1 4.2 4.3 0.1
石 井 町 1,196 1,206 0.8 3.3 8,739 8,459 ▲ 3.2 2.8 7.5 7.2 ▲ 0.3
神 山 町 350 324 ▲ 7.4 0.9 1,580 1,426 ▲ 9.7 0.5 4.6 4.5 ▲ 0.1
那 賀 町 532 470 ▲ 11.7 1.3 3,035 2,830 ▲ 6.8 0.9 5.8 6.0 0.2
牟 岐 町 330 295 ▲ 10.6 0.8 1,380 1,184 ▲ 14.2 0.4 4.2 4.0 ▲ 0.2
美 波 町 425 381 ▲ 10.4 1.0 2,134 2,027 ▲ 5.0 0.7 5.1 5.5 0.4
海 陽 町 591 537 ▲ 9.1 1.5 3,250 3,139 ▲ 3.4 1.0 5.8 5.9 0.1
松 茂 町 588 601 2.2 1.6 7,850 8,518 8.5 2.8 13.4 14.4 1.0
北 島 町 867 903 4.2 2.4 8,202 8,378 2.1 2.8 9.9 9.8 ▲ 0.1
藍 住 町 1,507 1,385 ▲ 8.1 3.7 11,838 12,055 1.8 4.0 9.3 9.1 ▲ 0.2
板 野 町 490 494 0.8 1.3 4,308 4,700 9.1 1.6 9.9 9.7 ▲ 0.2
上 板 町 448 441 ▲ 1.6 1.2 2,768 3,002 8.5 1.0 6.6 7.1 0.5
つ る ぎ 町 522 449 ▲ 14.0 1.2 3,317 3,161 ▲ 4.7 1.0 6.5 7.1 0.6
東 み よ し 町 705 678 ▲ 3.8 1.8 4,529 4,447 ▲ 1.8 1.5 6.6 6.7 0.1
注：「従業者数」及び「１事業所当たり従業者数」は必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した。

事業所数 従業者数（人）
１事業所当たり
 従業者数（人）

市　町　村
24年 28年 24年 28年 24年 28年増減率

（％）

県に占める
割合

（％）

増減率
（％）

県に占める
割合

（％）
増減

00502
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四角形



表１　産業大分類別民営事業所数，従業者数及び売上（収入）金額

増減率
（％）

全体に
占める
割合
（％）

増減率
（％）

全体に
占める
割合
（％）

増減
増減率
（％）

合計 35,853 33,794 ▲ 5.7 100.0 301,688 304,672 1.0 100.0 8.4 9.0 0.6 ... ... ...

農林漁業（個人経営を除く） 359 441 22.8 1.3 3,346 4,068 21.6 1.3 9.3 9.2 ▲ 0.1 38,947 46,982 20.6

鉱業，採石業，砂利採取業 21 17 ▲ 19.0 0.1 183 150 ▲ 18.0 0.0 8.7 8.8 0.1 4,745 4,434 ▲ 6.6

建設業 3,304 3,223 ▲ 2.5 9.5 21,097 21,348 1.2 7.0 6.4 6.6 0.2 ... ... ...

製造業 2,695 2,321 ▲ 13.9 6.9 51,966 52,528 1.1 17.2 19.3 22.6 3.3 1,785,768 1,761,829 ▲ 1.3

電気・ガス・熱供給・水道業 34 148 335.3 0.4 1,039 990 ▲ 4.7 0.3 30.6 6.7 ▲ 23.9 ... ... ...

情報通信業 224 249 11.2 0.7 2,703 2,822 4.4 0.9 12.1 11.3 ▲ 0.8 ... ... ...

運輸業，郵便業 767 739 ▲ 3.7 2.2 13,693 13,623 ▲ 0.5 4.5 17.9 18.4 0.5 ... ... ...

卸売業，小売業 9,451 8,320 ▲ 12.0 24.6 61,279 60,462 ▲ 1.3 19.8 6.5 7.3 0.8 1,728,219 1,678,196 ▲ 2.9

金融業，保険業 639 592 ▲ 7.4 1.8 7,953 7,845 ▲ 1.4 2.6 12.4 13.3 0.9 ... ... ...

不動産業，物品賃貸業 2,139 2,224 4.0 6.6 6,535 6,776 3.7 2.2 3.1 3.0 ▲ 0.1 92,941 107,720 15.9

学術研究，専門・技術サービス業 1,243 1,324 6.5 3.9 6,204 6,879 10.9 2.3 5.0 5.2 0.2 50,951 65,703 29.0

宿泊業，飲食サービス業 4,515 3,804 ▲ 15.7 11.3 27,015 22,513 ▲ 16.7 7.4 6.0 5.9 ▲ 0.1 102,026 85,212 ▲ 16.5

生活関連サービス業，娯楽業 3,519 3,168 ▲ 10.0 9.4 12,471 11,470 ▲ 8.0 3.8 3.5 3.6 0.1 169,968 140,550 ▲ 17.3

教育，学習支援業 1,096 1,066 ▲ 2.7 3.2 10,111 10,246 1.3 3.4 9.2 9.6 0.4 ... ... ...

医療，福祉 2,913 3,141 7.8 9.3 53,592 59,125 10.3 19.4 18.4 18.8 0.4 827,399 912,575 10.3

複合サービス事業 356 313 ▲ 12.1 0.9 4,073 3,475 ▲ 14.7 1.1 11.4 11.1 ▲ 0.3 ... ... ...

サービス業（他に分類されないもの） 2,578 2,704 4.9 8.0 18,428 20,352 10.4 6.7 7.1 7.5 0.4 ... ... ...

民営事業所数 従業者数（人）
１事業所当たり
従業者数（人）

売上（収入）金額
（百万円）

注：産業別の「民営事業所数」，「従業者数」，「１事業所当たり従業者数」及び「売上（収入）金額」は必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計しました。
    事業所単位の把握ができない一部の産業（ネットワーク型産業） については「…」で表しています。 
　　時系列比較を行う際には留意が必要（利用上の注意－１２参照）

産業大分類
【参考】
H28年

R3年
【参考】
H28年

R3年
【参考】
H28年

R3年
【参考】
H28年

R3年

00502
テキストボックス
令和3年　経済センサス



表３　市町村別民営事業所数及び従業者数

県 計 35,853 33,794 ▲ 5.7 100.0 301,688 304,672 1.0 100.0 8.4 9.0 0.6
徳 島 市 14,242 13,489 ▲ 5.3 39.9 126,691 127,286 0.5 41.8 8.9 9.4 0.5
鳴 門 市 2,693 2,461 ▲ 8.6 7.3 22,548 22,871 1.4 7.5 8.4 9.3 0.9
小 松 島 市 1,623 1,538 ▲ 5.2 4.6 13,565 14,310 5.5 4.7 8.4 9.3 0.9
阿 南 市 2,918 2,778 ▲ 4.8 8.2 29,603 29,383 ▲ 0.7 9.6 10.1 10.6 0.5
吉 野 川 市 1,888 1,722 ▲ 8.8 5.1 13,947 14,080 1.0 4.6 7.4 8.2 0.8
阿 波 市 1,251 1,240 ▲ 0.9 3.7 9,833 10,577 7.6 3.5 7.9 8.5 0.6
美 馬 市 1,339 1,214 ▲ 9.3 3.6 9,754 9,675 ▲ 0.8 3.2 7.3 8.0 0.7
三 好 市 1,518 1,389 ▲ 8.5 4.1 9,772 8,984 ▲ 8.1 2.9 6.4 6.5 0.1
勝 浦 町 245 260 6.1 0.8 1,721 1,763 2.4 0.6 7.0 6.8 ▲ 0.2
上 勝 町 102 98 ▲ 3.9 0.3 563 450 ▲ 20.1 0.1 5.5 4.6 ▲ 0.9
佐 那 河 内 村 85 88 3.5 0.3 365 427 17.0 0.1 4.3 4.9 0.6
石 井 町 1,169 1,189 1.7 3.5 8,459 8,351 ▲ 1.3 2.7 7.2 7.0 ▲ 0.2
神 山 町 319 270 ▲ 15.4 0.8 1,426 1,407 ▲ 1.3 0.5 4.5 5.2 0.7
那 賀 町 468 413 ▲ 11.8 1.2 2,830 2,748 ▲ 2.9 0.9 6.0 6.7 0.7
牟 岐 町 293 242 ▲ 17.4 0.7 1,184 1,087 ▲ 8.2 0.4 4.0 4.5 0.5
美 波 町 371 328 ▲ 11.6 1.0 2,027 1,867 ▲ 7.9 0.6 5.5 5.7 0.2
海 陽 町 531 484 ▲ 8.9 1.4 3,139 2,906 ▲ 7.4 1.0 5.9 6.0 0.1
松 茂 町 593 574 ▲ 3.2 1.7 8,518 9,105 6.9 3.0 14.4 15.9 1.5
北 島 町 859 920 7.1 2.7 8,378 9,907 18.3 3.3 9.8 10.8 1.0
藍 住 町 1,330 1,275 ▲ 4.1 3.8 12,055 11,930 ▲ 1.0 3.9 9.1 9.4 0.3
板 野 町 485 472 ▲ 2.7 1.4 4,700 5,149 9.6 1.7 9.7 10.9 1.2
上 板 町 420 374 ▲ 11.0 1.1 3,002 3,097 3.2 1.0 7.1 8.3 1.2
つ る ぎ 町 444 362 ▲ 18.5 1.1 3,161 2,876 ▲ 9.0 0.9 7.1 7.9 0.8
東 み よ し 町 667 614 ▲ 7.9 1.8 4,447 4,436 ▲ 0.2 1.5 6.7 7.2 0.5
注：「従業者数」及び「１事業所当たり従業者数」は必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計した。

　　時系列比較を行う際には留意が必要（利用上の注意－１２参照）

民営事業所数 従業者数（人）
１事業所当たり
 従業者数（人）

市　町　村
【参考】
H28年

R3年
【参考】
H28年

R3年
【参考】
H28年

R3年増減率
（％）

県に占める
割合

（％）

増減率
（％）

県に占める
割合

（％）
増減
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協議事項3

 第2回吉野川市商工振興プレゼン大会について(案)

・スケジュール等
　令和５年４～５月にJC事務局、２つの商工団体、地元で頑張る事業者に協力を依頼して、参加候補者
の絞り込みと参加の打診を実施、令和５年７月～８月に前回のプレプレゼン大会同様に吉野川マルシェ
等のイベントと同時開催によるプレゼン大会の実施（上記の候補者には直接打診）。
　プレゼン内容について、参加者と協議会で交流と情報共有を行い、拡大や新規展開が可能な場合は
ワーキンググループを立ち上げ、協議会と連携する。

　吉野川市中小企業者振興対策協議会ビジョンに基づき、市内中小企業者の事業拡大、交流を目
的として定期的にプレゼン大会を実施します。　



（４）次年度の事業計画について

（令和５年度協議会日程（案））

・委嘱状交付

６月 ・吉野川市チャレンジ事業支援給付金事業者へのヒアリングについて

第１回協議会 ・第２回プレゼン大会（案）について

・中小企業の施策について

７～８月 ・第２回プレゼン大会（案）

第２回協議会

１０月 ・吉野川市チャレンジ事業支援給付金事業者ヒアリング

第３回協議会 ・第２回プレゼン大会結果と第３回プレゼン大会について

・次年度の事業計画について

・吉野川市中小企業者等振興対策協議会の評価



（５）吉野川市中小企業者等振興対策協議会の評価

令和４年度の吉野川市中小企業者等振興対策協議会委員としてお協力いただきありがと

うございます。さて、協議会をより実行力のある会とするために、委員の皆さまのご意見

をいただきながら協議会のブラッシュアップを図りたいと思います。つきましては下記の

項目にご回答をお願いし、令和５年３月２７日（月）までに商工観光課までご郵送をお願

いします。

（１）協議会の開催日数は適切でしたか。

適切であった 適切ではなかった

（理由）

（２）今後、協議会で検討をしたらいいと思うものがあれば記載してください。

（３）今年度の協議会について改善点があれば記載してください。

（４）その他なにかございましたら記載してください。

参考（令和４年度開催状況）

令和４年度 第１回吉野川市中小企業者等協議会（令和４年９月１４日開催）

（1）今後の事業計画について （2）プレゼン大会の在り方について

（3）これまでのコロナ対策事業の検証と今後の取り組みについて

（4）吉野川市チャレンジ事業支援給付金事業者へのヒアリングについて

令和４年度 第２回吉野川市中小企業者等協議会（令和４年１０月２７日開催）

（1）吉野川市チャレンジ事業支援給付金事業者へのヒアリングについて

（2）プレプレゼン大会について （3）第２回吉野川市商工振興プレゼン大会の概要について

（4）商業地域活性化支援事業等の見直しについて （5）コロナ対策事業の今後の取り組みについて

プレプレゼン大会（令和４年１２月１８日開催）


